
1 
 

 
関係者ヒアリング結果概要 

  

１  日時 

令和３年２月２２日（月）１４時００分～１５時００分 

２ 場所 

  オンライン開催 

３  対象者 

ＮＰＯ法人国際活動市民中心（以下「ＣＩＮＧＡ」という。） 

理事兼コーディネーター 新居みどり氏 

４  対応者 

出入国在留管理庁政策課外国人施策推進室 稲垣室長 ほか 

５  内容 

（ＣＩＮＧＡの事業概要について） 

○  ＣＩＮＧＡは 2004 年に設立されたＮＰＯ法人であり，会員数は 50 名程度

である。弁護士，行政書士，医師，社会福祉士，社会保険労務士，通訳者，日

本語教師等の専門職に就いている者が会員となっており，それぞれの分野に

おいて 1990 年代から活躍している者らである。 

○  外国人相談をメインの事業としており，５つの相談センターの業務を受託

している。約 60 名が相談センターにおいて勤務しており，14 言語以上に対応

している。 

○  令和２年度においては，国等から受託した収益事業によって財源を確保し

ながら，自主事業も行っている。 

 

（外国人からの相談対応における問題点について） 

○  2019 年度に自主事業として，各地の外国人向け一元的相談窓口（70 か所）

を訪問した。同事業によって得られた知見から，東京都からの協力依頼を受け

て東京都外国人新型コロナ生活相談センター（以下「ＴＯＣＯＳ」という。）

を東京都，東京都国際交流委員会，ＣＩＮＧＡにて立ち上げた。ＴＯＣＯＳは，

外国人相談センターに長年かかわってきたＣＩＮＧＡの経験を踏まえ，現時

点で考えられる理想を実現した相談センターになっていると考えており，現

在の外国人からの相談対応における問題点をＴＯＣＯＳにおける対応状況を

踏まえ，説明したい。 

○  2020 年度は，新型コロナウイルス感染症の影響もあり，「ことば」と「意識」

が問題となっていると考えている。「ことば」については，詳しくは後述する

が，「翻訳」，「通訳」，「やさしい日本語」及び「日本語教育」の４領域に分け
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て，それぞれに課題がある。「意識」については，今まで外国人住民に接する

機会が少なかった役所，保健所，社会福祉協議会等の職員に外国人に対する苦

手意識があること及び外国人住民側に被差別意識があることが問題となって

いる。 

○ 「翻訳」については，外国人住民の行動をフローで捉えられていないという

点が問題である。新型コロナウイルス感染症に関連して，緊急小口資金の貸付

がチラシで周知されていたが，必要書類など手続の入口部分だけが翻訳され

ている。大事なものは手続をする際のフローをしっかり捉え，手続の全ての書

類を翻訳する必要がある。 

○ 「通訳」については，従来，行政が依頼するものであり，電話通訳の端末を

行政側が用意するなど，手続が煩雑であった。ＴＯＣＯＳにおいては，外国人

本人が通訳を依頼する仕組みを構築した。保健所や社会福祉協議会における

相談時に，その場で外国人本人が，電話によりＴＯＣＯＳに翻訳を依頼し，ス

ピーカーフォンにすることによって三者通訳をする方法である。この方法は

有用であり，こういった調整機能を外国人向け一元的相談窓口が持てるかど

うかということが重要になってくる。 

○ 「やさしい日本語」については，外国人住民と接する役所，保健所，社会福

祉協議会等の職員が外国人に対して苦手意識を持っているため，外国人との

コミュニケーションを容易にするツールとして周知する必要がある。「やさし

い日本語」の研修を実施していくことにより，苦手意識も克服できるのではな

いかと考える。 

○ 「日本語教育」については，外国人本人が地域で自立して生きていくための

日本語を習得する必要がある。行政手続においては，申請することで物事が進

むことが多く，日本語を読み書きできるかどうかが問われることになる。地域

において，外国人住民が日本語を習得できる体制整備をする必要がある。 

○ ＴＯＣＯＳにおいては，当初１日に 150 件程度の相談があった。相談終了

時に，相談者にどこからＴＯＣＯＳの連絡先を聞いたかを確認しているが，そ

の８割が役所の窓口からの紹介であった。役所の職員の多くは，外国人への苦

手意識があるのか外国人から相談があると，どんな相談であっても，ＴＯＣＯ

Ｓを紹介してしまう。その場でＴＯＣＯＳに電話で通訳を依頼し，スピーカー

フォンにしてもらえば済むのであるが，ＴＯＣＯＳの連絡先を教えるだけで

遠回りになってしまうことが多い。新型コロナウイルス感染症の影響により，

いきなりたくさんの外国人が役所に来るようになり，役所の職員による外国

人への苦手意識が明らかになった。 

 

（人材の確保等について） 
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○  ＣＩＮＧＡにおいては，コーディネーター，通訳人及び相談員の３つの役

割に分けて人材を確保している。 

○  人材の確保は，現状活動をしてもらっている人から，エスニックコミュニ

ティや地域コミュニティの人を紹介して貰うことにより行っている。 

○  人材の育成は，ＯＪＴにより行っている。 

○ 多言語支援については，現在需要が高いため，相談員等の待遇は良くなって

きている。 

○ 地域によっては，そもそも地域に相談員を務めることができるような人材

がいなかったり，待遇が悪いところもある。そのようなところは，なかなか人

材が集まらないと思う。 

 

（地方自治体等と連携について） 

○  地方自治体においては，外国人支援の優先度は高くなく，首長も意識が及

びにくい。そして，日本人住民は，日本において「外国人」になることはなく，

子どもや高齢者領域のような当事者意識をもつことは難しい。 

○  国においては，省庁ごとに施策を講じているが，総合的に対応するのは，地

方自治体になる。しかし，どう総合的に対応するか分からない地方自治体が多

い。 

○  外国人在留支援センター（以下「ＦＲＥＳＣ」という。）の中間支援（最前

線で支援する人の支援）があれば，有意義であると思う。ＦＲＥＳＣで，地方

自治体や国際交流協会の支援をしてもらいたい。 

○ 現状，ＦＲＥＳＣでは直接支援は行っているが，ＦＲＥＳＣを訪問した人と

電話を掛けた人しか支援できておらず，波及効果は圧倒的に低い。中間支援を

行った方が，波及効果は高い。 

○ 全国のワンストップセンターや自治体が利用できる，言語サービスに関す

るプラットフォームのようなものが構築されれば，地方自治体にとってはあ

りがたい話であると思う。 

  

（日本語教育について） 

○ 日本語教育については，文化庁が都道府県と政令指定都市を対象に体制整

備を行っている。これは大事な視点である。 

○ また，外国人が日本語を習得することにより，外国人自身のためだけでなく，

日本社会の負担も軽減される。日本全体の利益になるという視点で取り組む

必要がある。そのためには，日本語学習と在留資格を連動させる必要があると

考えている。 

○ 留学生や技能実習生について，受け入れる側が責任を持って日本語教育を
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実施するべきという声もあるが，それがしっかりとなされた上で，地域日本語

教育の領域，特に相互理解・国際交流の観点から考えていくことも必要である。

地域日本語教室で学び・交流をし，帰国した後に，習得した日本語を活かして

起業する人もいるかもしれない。日本語を習得している人が世界中にいる方

がその地域，自治体，日本のためにもなるのだから，そのような大きな視点で

考えることも必要である。 

○ 日本語教育の人材育成について，初等教育における人材育成が最も重要で

ある。子供たちへの教育をしっかり行っていけば，将来日本にとってメリット

にもなる。いま，ここにいる人たちを大事にしてほしい。 

○ 文化庁が体制整備を行っているため，都道府県と政令指定都市においては，

外国人に対して日本語教育の機会を与えることは可能であると思うが，基礎

自治体になると難しいと考える。 

○ ＩＣＴの活用も進めていかなければならない。ＩＣＴの活用においては，た

だ取り入れるのではなく，遠隔で学習する人の学びを支援する，またアセスメ

ントする役割を行政が担わなければならず，人材の育成が必要である。その人

材とは，文化庁の地域日本語教育コーディネーターであると考える。 

 

（外国人向け一元的相談窓口について） 

○ 2019 年度の自主事業として，外国人向け一元的相談窓口 60 か所を訪問した

経験を踏まえると，一元的相談窓口の役割，モデルが示されていないことが問

題であると感じている。また，地方自治体内での連携が不十分であることも問

題である。 

○ 国際交流協会と一元的相談窓口がうまく連携していればうまくいっている。 

 国際交流と一元的相談窓口を連動させないといけないが，地方自治体によっ

ては，それが全くできていない。 

○ 国際交流協会の職員は，地域の外国人支援の担い手であるのだから，安定的

に活動できるよう待遇の改善を図るべきである。 

 

（ＦＲＥＳＣについて） 

○ 省庁を超えた多岐にわたる支援を専門的にできる組織が必要である。 

○ ＦＲＥＳＣにおいて総合的な情報を集めて，その情報を省庁に提供するこ

とができたら良い。ＦＲＥＳＣの強化は大事である。 

 

（外国人に対する情報発信について） 

○ ＣＩＮＧＡとしては，外国人のコミュニティリーダーを通じて情報を伝達

することについては，懐疑的である。ビジネスとして考えれば可能であると考
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えるが，本人にメリットがなければ，積極的・継続的に情報を伝達してもらう

のはむずかしいのではと思う。 

○ ＣＩＮＧＡには，60 名以上の外国人相談員が在籍しているが，彼らに情報

の伝達をしてもらっている。そして，どこに周知したかリスト化してもらい，

フィードバックを受けている。双方向の情報伝達が大切である。 

以上 


